
小・中学校の校務改善 
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平成30年11月19日(月) 

都庁第一本庁舎５階 大会議場 



１ 今年度の取組 
 

２ 学校経営支援部 
 

３ 学校マネジメント強化モデル事業 
 

４ スクール・サポート・スタッフ 

   配置支援事業 
 

５ 学校における働き方改革推進事業 

◆今年度の取組・事業の説明 

2 



１ 今年度の取組 

「学校経営支援部」設置校の推移 
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１ 今年度の取組 
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校務改善の進捗状況 （Ｈ29アンケートより） 
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１ 今年度の取組 
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「校務改善が進んでいる」と回答した理由 

               （Ｈ29アンケートより） 
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その他 

OJT

意思決定ルートの整理 

ＩＣＴの活用 

会議・行事の精選 

ミドルリーダーの活躍 

副校長業務の支援 

分掌間、職員間の連携強化 

定期的打合せによる校務状況管理 

役割分担の明確化 



4% 

3% 

3% 

5% 

6% 

8% 

15% 

26% 

30% 

その他 

OJTの充実 

将来の管理職 

役割分担の明確化 

主体的な姿勢 

リーダーシップ 

副校長の補佐 

進行管理、連絡調整 

連携、ボトムアップ 

１ 今年度の取組 
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「校長が経営支援部主任に期待すること」 

               （Ｈ29アンケートより） 



１ 今年度の取組 
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○ 若い力や新しい考え方を取り入れていきたい。 
 

○ トップダウンで教員に下ろすだけではモチベー 
     ションが上がらない。 
 

○ ミドルリーダーが教職員の声を管理職へ伝える 
     ことが大切だ。 

【平成２９年度 アンケートより（校長回答）】 

注目ワード① 

ミドルリーダー 
注目ワード② 

ボトムアップ 



平成30年度校務改善推進テーマ 

ボトムアップで創る校務改善 

１ 今年度の取組 
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① 職員発として進めるボトムアップの校務改善の 
  ための校長の工夫 

② 校務改善の中心的役割を果たすミドルリーダー 
  の取組 
 

③ ボトムアップで取り組む校務改善の好事例と更 
  なる推進に必要な要因 



平成30年度校務改善推進テーマ 

ボトムアップで創る校務改善 

１ 今年度の取組 
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収集・整理 

周知 

更なる校務改善の推進と実現 

ミドルリーダーが中心となり 
職員発のボトムアップで進める校務改善 



２ 学校経営支援部 
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○ 平成２４年度から設置（２３２校） 
 

○ 平成３０年度は８３６校 

○ 業務分担の明確化 

○ 業務の効率化 

○ 横断的な調整 



２ 学校経営支援部 
    【経営支援部設置のモデル組織図】 
 

  （小学校の例） 

経営支援部 
・副校長 
・事務職員 
・用務主事 
・主幹又は 
  主任教諭 
・教諭 
・非常勤教員 
（・専任支援職員） 

 

特別 
活動部 

研究部 

副校長 

企画委員会 

職 員 会 議 

主幹教諭 
主幹教諭 

又は主任教諭 

生活 
指導部 

教務部 保健部 

校 長 
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組織的・効率的な 

校務運営 

新しい教育活動の円滑な進行 

学校運営参画意識の向上 

副校長の業務負担軽減 

主幹教諭等の人材育成 



３ 学校マネジメント強化モデル事業 
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○ 平成２９年度から１２校で実施 
（小学校６校・中学校６校） 

 

○ 平成３０年度は１２０校規模 
    ３１年度まで２年間の効果検証 

○ 副校長に集中する業務負担の軽減 

○ 管理職のなり手不足への対応 



３ 学校マネジメント強化モデル事業 
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人材育成や学校運営への関与の充実 

適時適切な教職員への指導・助言の強化 

非常勤職員 
（元学校管理職や行政経験者） 

 

平成２９年度の実施成果 

勤怠管理 調査報告 施設管理 
電話来客 
対応 



３ 学校マネジメント強化モデル事業 
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平成２９年度の実施成果 勤務時間の変化  



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 

15 

○ 平成３０年度から実施 
 

○ 現在３４地区４３５校が対象 
（全国の約１割） 

○ 教員の負担軽減 

○ 児童・生徒への指導や教材研究等に 
   注力できる体制の整備 

スクール・サポート・スタッフ 
（教員免許や教員経験がなくてもできる） 



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 
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スタッフが従事している業務 

※ その他の業務 
●教材作成支援（ラミネート等）  ●ホームページの更新  ●掲示物等の物品管理 
●職員室・実習室・印刷室・倉庫等の授業後の片付け、環境整備 



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 
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スタッフが従事している業務 

スタッフの机 電話 

手間が 
減った 

時間の 
有効活用 

仕事に集中 
精神的な 
余裕 



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 
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スタッフが従事している業務 

【算数】教材の整頓 
【家庭科】工程別のお手本作成

（ティッシュケース） 

【英語】教材の作成 
スタッフの作業状況 



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 
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スタッフ配置校が実感する効果 

 ●事務負担の軽減 

 ●授業の充実 

 ●児童・生徒への丁寧な対応 

 ●計画的・効率的な業務の実施 

教育の質の向上  



４ スクール・サポート・スタッフ 
                   配置支援事業 
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スタッフ配置校が実感する効果 

 ●時間と心のゆとり 

 ●育児や介護の時間の確保 

 ●モチベーションの向上 

 ●自分の時間の充実 

ライフ・ワーク・バランス
の充実  



５ 学校における働き方改革推進事業 
（地域教育支援部義務教育課） 

【学校における働き方改革推進プラン 

      （平成30年2月 東京都教育委員会）】 

21 

  区市町村教育委員会が策定する実施計画に基づく 

 小中学校における働き方改革を促進する取組に必要な 

 経費の補助を都教育委員会が実施。 

学校における働き方改革推進事業 



５ 学校における働き方改革推進事業 
（地域教育支援部義務教育課） 

 ☆在校時間の適切な把握に向けた支援 
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出退勤管理システム導入支援事業 

 公立小・中学校教員の 
  タイムマネジメント力向上支援事業 

→ 

 ☆タイムマネジメント力向上支援 

 

→ 



５ 学校における働き方改革推進事業 
（地域教育支援部義務教育課） 
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 ☆ICTを活用した効率化に向けた支援 
 

統合型校務支援システム導入支援事業 

学校徴収金システム導入支援事業 

独自取組支援事業 

→ 

→ 

 ☆その他 
 
→ 



さらなる校務改善の推進 24 

○ 学校マネジメント強化モデル事業 
○ スクール・サポート・スタッフ 
             配置支援事業 
○ 学校における働き方改革推進事業 

教材研究や児童・
生徒対応の時間を
増やしたい。 早く退勤して自分

の時間を作りたい。 

意識の 
向上・改革 

○ 学校経営支援部 


